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Ⅲ 資料編 



   

資料１ 評価指標の設定状況について 
評価項目 No.4「事業目的等の明確化・外部評価の実施」の「評価指標 1 指標設定の状

況」に関し、プログラム別自己評価及び外部専門評価における評価指標例は以下のとお

り。 

 

●評価指標例 

●外交上の必要性の高い事業への対応状況（周年事業、要人の往来にあわせて必

要とされる文化交流事業等） 

●在外公館、基金海外事務所の要請への対応状況 

必要性 

●基本方針・重点化方針に沿った事業実施の状況（中期計画、国・地域別方針等） 

●来場者数、試験受験者数等 

●各種ウェブサイトへのアクセス件数 

●観客、被派遣者・招聘者、研修参加者、支援対象機関等の満足度（目標：70％

以上から有意義との評価） 

●内外メディア、論壇等での報道件数 

●研修開始時と終了時での日本語能力の向上の評価 

●中長期的な効果が現れた具体的なエピソード 

有効性 

●企画立案における事業効果向上のための取組状況（事業の不断の見直し、新規

事業の開拓〔ポップカルチャーの活用等〕、他団体との連携〔公的機関、企業セ

クター、非営利組織等〕等） 

●経費効率化のための取組とそれによる経費節減状況（受益者負担適正化に関す

る取組、外部団体との連携促進による経費削減等） 

●観客、研修生1名あたりの支出額 

効率性 

●助成事業1プロジェクトあたりの基金経費負担率 
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資料２ プログラム別外部専門評価について 

評価項目 No.4「事業目的等の明確化・外部評価の実施」の「評価指標 3 外部評価の実

施状況（外部専門家の選定方法も含む）」に関し、プログラム別外部専門評価者リスト、

評価者選定基準及び 5段階評定基準は以下のとおり。 

 

●評価者リスト 

分野 氏名 所属・役職名 

阿曽村 智子 比較文化研究センター代表 

植田 康夫 上智大学教授 

臼田 正矢 桜美林大学教授 

岡田 秀則 東京国立近代美術館フィルムセンター主任研究官 

岡部 あおみ 武蔵野美術大学教授 

加藤 栄 大東文化大学准教授 

加藤 幹雄 （財）国際文化会館常任参与 

出口 正之 国立民族学博物館教授 

とちぎ あきら 東京国立近代美術館フィルムセンター主任研究官 

西川 恵 毎日新聞社専門編集委員 

西村 祐子 駒澤大学教授 

平野 共余子 国際日本文化研究センター国内客員教員准教授 

前田 耕作 アフガニスタン文化研究所所長 

南嶌 宏 女子美術大学教授 

茂手木 潔子 上越教育大学教授 

文化・芸術交流 

米屋 尚子 （社）日本芸能実演家団体協議会部長 

秋元 美晴 恵泉女学園大学教授 

池上 摩希子 早稲田大学准教授 

臼田 正矢 桜美林大学教授 

川越 菜穂子 帝塚山大学教授 

佐々木 倫子 桜美林大学教授 

嶋津 拓 長崎大学教授 

西川 恵 毎日新聞社専門編集委員 

春原 憲一郎 （財）海外技術者研修協会日本語教育センター長 

根岸 雅史 東京外国語大学教授 

日本語教育 

吉岡 英幸 早稲田大学教授 

会田 弘継 共同通信社編集委員 

荒山 裕行 名古屋大学教授 

臼田 正矢 桜美林大学教授 

黒田 一雄 早稲田大学教授 

日本研究・知的交流 

河野 徹 共同通信社中国語ニュース室編集長 



   

小窪 千早 （財）日本国際問題研究所研究員 

白水 紀子 横浜国立大学教授 

高島 肇久 学習院大学特別客員教授 

高原 明生 東京大学教授 

西川 恵 毎日新聞社専門編集委員 

中村 覚 神戸大学准教授 

李 鍾元 立教大学教授 

荒井 訓 早稲田大学教授 

川崎 賢一 駒沢大学教授 

後藤  和子 埼玉大学教授 

佐野 真由子 静岡文化芸術大学講師 

内藤 耕 東海大学准教授 

国際交流情報収集・ 

提供、海外事務所・

京都支部等 

安井 美沙子 東京財団ディレクタ－ 

 

●評価者選定基準 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●評定基準 

１．専門性 

評価対象とする事業分野において、創作、教育、研究、批評等の専門的な知見もし

くは同等の実務経験を有し、当該事業分野の最新動向や人脈等に広く精通した専門

家であること。 

２．共催者、助成対象者、事前評価者等の除外 

依頼対象年度において評価対象事業の共催者、助成受給者であった専門家、及び事

業の採否決定時に行う事前評価に関与した専門家への依頼は不可とする。 

（具体例） 

●共催者： 

共催団体の代表者、プロジェクト･ディレクター、会計担当者等 

●助成受給者： 

国際交流基金より直接助成を受給した者、または助成対象団体の代表者、プロ

ジェクト･ディレクター、会計担当者等 

●事前評価に関与した専門家： 

事前評価に関与した選定委員、審査委員、コンサルタント等 

３．その他の制限 

（１）同一人物への継続的依頼に関するルール 

同一人物への依頼は最大連続３年までとする。（依頼対象事業が異なっても、連続

４年以上の依頼は不可） 

（２）年齢、国籍は問わない。但しコメントシートを日本語で記述する能力を有するこ

と。 
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●5段階評定基準 

S 

「極めて良好」 

中期計画の実施状況が当該事業年度において極めて順調である。  

（中期計画で示された定量指標がすべて大幅に達成され、また、定

量指標以外の評価項目でも特記すべき事項があり、総体として十分

以上、または例年より際だって優れた業績をあげていると判断され

る場合。改善を要するマイナス面は特に指摘されず、成果を対外的

に積極的にアピールするに足る業績をあげている。） 

A 

「良好」 

中期計画の実施状況が当該事業年度において順調である。 

（中期計画で示された定量指標が達成されるのみならず、総体とし

てプラス面が多い場合。改善を要するマイナス面がない、または軽

微。） 

B 

「概ね良好」 

中期計画の実施状況が当該事業年度において概ね順調である。 

（中期計画で示された定量指標は達成されていなくても合理的な理

由が存在し、かつ、それ以外の評価項目でプラス面が多く、総体と

してプラス面が多い場合。さらに効果をあげるために、マイナス面

の改善を行うことが求められる。） 

C 

「可」 

中期計画の実施状況が当該事業年度においてやや順調でない。 

（中期計画で示された指標は達成されていないが、それ以外の評価

項目でプラス面もある場合。効果をあげるために、相当規模の改善、

または事業もしくは実施体制の見直しを行うことが望まれる。） 

D 

「不可」 

中期計画の実施状況が当該事業年度において順調でなく、業務運営

の改善等が必要である。 

（中期計画で示された定量指標が達成されておらず、総体としてマ

イナス面が目立つ場合。または、定量指標は達成されているが、そ

れ以外の項目でマイナス面が多く、プログラム総体として肯定的に

評価できない場合。事業の存廃または実施体制に係る見直しが必須

とされるレベル。） 
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資料３ 「評価に関する有識者委員会」について 

評価項目 No.4「事業目的等の明確化・外部評価の実施」の「評価指標 3 外部評価の実

施状況」に関し、「評価に関する有識者委員会」委員名簿、平成 19 年度業務実績の評価

に関する同委員会意見は以下のとおり。 

 

●「評価に関する有識者委員会」委員名簿 

 

片山 正夫 財団法人セゾン文化財団 常務理事 

古城 佳子 東京大学大学院総合文化研究科 教授 

曽田 修司 跡見学園女子大学マネジメント学部 教授 

高階 秀爾 財団法人大原美術館 館長（委員長） 

天日 隆彦 読売新聞社 論説委員 

西原 鈴子 東京女子大学現代文化学部 教授 

堀江 正弘 政策研究大学院大学 教授 

森元 峯夫 株式会社エスイー 代表取締役社長 

 
（肩書きは平成 20 年 6 月 18 日同委員会開催時のもの） 
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●平成 19 年度業務実績の評価についての同委員会意見 

 

平成 20 年 6月 27 日 

 

 

国際交流基金の平成 19 年度業務実績の評価についての意見 

 

国際交流基金 評価に関する有識者委員会 

                         委員長 高階 秀爾 

 

 

 国際交流基金評価に関する有識者委員会は、平成 19 年度の独立行政法人国際交流基

金の業務の評価に関して、同基金の自己評価案の説明を受け、審議の結果、自己評価案

は全体として妥当なものと判断しました。 

 なお、自己評価案に関し、当委員会において下記の意見がありました。 

 

 また、当委員会での国際交流基金の業務評価の課題に関する議論の際には、文化芸術

交流事業について、単純な入場者総数による評価だけではなく、文化芸術分野の特性を

踏まえ、各事業の目的に応じた評価の方法や目標設定、幅広い視野からの評価が必要で

ある等の議論が活発に行われました。 

  

 国際交流基金が、下記の内容及びその他当委員会審議内容を参考にして、業務及びそ

の評価方法のさらなる改善を今後も進められ、基金事業が業務の質の向上を通じ社会の

要請に応えてますます発展されることを望みます。 

 

記 

 

１．平成 19 年度業務実績の自己評価に反映すべきと思われる意見 

 

○日本語能力試験事業の自己評定を｢Ｓ：極めて良好｣とするのはよいが、これは年

度という短期的な評価のことであって、他言語の試験との比較の観点も評価の際

に考えるべき。また、学習者がいつでも自分の能力を測れる環境という理想には

まだ遠い。そうした観点を評価の記述に盛り込んで欲しい。 
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２．今後の業務評価において参考にすべきと思われる意見 

 

○最初の事業開始段階で、基金の担当課、海外事務所等の関係者間で、事業の目的

及び目標を整理、共有し、それを自覚しながら事業を実施することが重要である。

評価とはこれらの目的や目標に照らし合わせて評価するということなのだから。

また、評価のプロセスには現場の参画も大切である。 

 

○文化は特にさまざまの考え方や意見がある分野であるので、文化活動に関する評

価においては、主な目的に加え、副次的目的や長期的波及効果等、できるだけ幅

を広くとって考えることが重要である。 

 

○基金の文化芸術交流事業は、事業の目的に応じて、単に入場者数だけではなく、

よりきめ細かい指標や達成目標が必要ではないか。 

 

○評価のためにも、見えにくいものを可視化するシステムが必要。プログラム毎の

実施方法、スケジュール、ターゲット等に関するシートを作成し、その達成度を

常にチェックする等の手法導入を奨めたい。 

 

○二人の外部専門家の評価が｢Ｓ｣と｢Ｂ｣の正反対に分かれたプログラムでは、一人

は限られた予算内でよくやったと評価した一方、もう一人は予算が減少したため

事業効果が低下するとしてＢ評価している。この違いは、外部専門家がどういう

前提で、どういう範囲で、どういうことに照らして評価しているかによるもので

ある。基本的には、今回の評価そのものは前者の予算制約下を前提とした評価で

良いと考える。しかし今後のことを考えると、基金にとっては、後者の評価も十

分留意すべき意見である。 

 

 以上の他、議事概要に記された委員のさまざまの意見を、今後の評価業務の向

上を考える際の参考にしてください。 

 

 

 

 今日の社会で国際文化交流の果たすべき役割はますます大きく、国際交流基金が、未

来へのビジョンを持ち、不断の進歩と改善を進めていくことを希望いたします。 

以上 
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国際交流基金 評価に関する有識者委員会委員（五十音順） 

 

片山 正夫 財団法人セゾン文化財団 常務理事 

古城 佳子 東京大学大学院総合文化研究科 教授 

曽田 修司 跡見学園女子大学マネジメント学部 教授 

高階 秀爾 財団法人大原美術館 館長 

天日 隆彦 読売新聞社 論説委員 

西原 鈴子 東京女子大学現代文化学部 教授 

堀江 正弘 政策研究大学院大学 教授 

森元 峯夫 株式会社エスイー 代表取締役社長 
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